　　　　　　完成工事未収金債権の流動化のための債権譲渡の承諾に係る取扱いについて　　    
１　完成工事未収金債権の流動化の概要
　　完成工事未収金債権の流動化とは、受注者が信託の設定を目的として、岩手県（以下「発注者」という。）に対して受注者が有する工事請負代金請求権を信託銀行に譲渡し、当該信託銀行がその債権の信用力を裏付けとして受益権証書を発行することにより、受注者の資本市場からの資金調達を図るものであり、今回の取扱いは、この流動化を促進するため、岩手県営建設工事請負契約書別記（以下「契約書別記」という。）第５条第１項ただし書に規定する「発注者の承諾」を行うものである。
２　債権譲渡の対象債権
　　債権譲渡の承諾を認める対象債権は、次の要件の全てを満たすものであること。
　　なお、当該債権が債権譲渡の承諾を認めて差し支えないものであるか慎重に判断するとともに、
　対象債権に係る工事については、契約書別記第31条第２項に基づく工事完成に伴う検査の結果を入念に調
　査及び確認すること。
　(1)　発注者と受注者との間で締結された契約書別記第32条第１項に基づく受注者の完成払代金の支払請求権であること。
　(2)　契約書別記第31条第４項に基づき、発注者が受注者から工事目的物の引渡しを受けた工事に係る債権であること。
　　　なお、「発注者が受注者から工事目的物の引渡しを受けた工事」であることを明らかにするため、受注者から引渡書（岩手県営建設工事請負契約に関する書類様式第19号）を徴すること。
　(3)　完成払代金に係る債権金額（受注者が履行遅滞の場合における損害金等の発注者に対する債務を有する場合、これを相殺した後の金額とする。以下同じ。）が１億円以上の工事に係る債権であること。
　　　ただし、次に掲げる工事に係る支払請求権は除くこと。
　　ア　受託工事等の特定の歳入財源を前提とした工事等（受託工事、協定書等に基づく負担金を財
　　　源とする工事等で、債権を譲渡してはならない旨の定めがある工事等をいう。）
　　イ　その他債権譲渡の承諾に不適当な事由がある工事（繰越工事等）
３　承諾権限
　　受注者が債権譲渡を行うに当たっては、契約書別記第５条第１項ただし書に規定する「発注者の承諾」を得ること。
４　債権譲渡先の制限
　　発注者が行う債権譲渡の承諾先は、別表に掲げる信託協会加入の金銭債権信託の取扱い信託銀行（以
　下「受託者」という。）であること。
５　債権譲渡の承諾の申請書類
　　発注者は、受注者が債権譲渡の承諾の申請をする場合には、以下の書類を６①に定める申請書類等受理担当課等に提出させること。
　　なお、提出書類は様式１によるものとする。
　(1)　債権譲渡承諾依頼書（様式１）　３通
　(2)　受注者と受託者の調印済の請負代金債権信託契約書（以下「信託契約書」という。）　１通
　(3)　発行日から３ヶ月以内の受注者及び受託者の印鑑証明書　各１通
６　債権譲渡承諾の決裁処理手順等
　(1)　申請書類等受理担当課等は以下のとおりとする。
　　ア　申請に係る請負契約の契約担当者（会計規則（平成４年岩手県規則第21号）第２条第10号に規定する者をいう。以下同じ。）が知事である工事
　　　　本庁工事所管課
　　イ　申請に係る請負契約の契約担当者が地方公所（予算規則（昭和39年岩手県規則第12号）第２条第２号に規定する地方公所をいう。以下同じ。）の長である工事
　　　　工事を所管する地方公所
　(2)　申請書類等受理担当課等は、次により債権譲渡承諾の事務処理を行うこと。
　　ア　決裁（承諾）手続きは、契約伺の例に準じて行うこと。
　　　　この場合における添付書類は、５に係る申請書類等、申請に係る工事が確実に完成し、引渡
　　　しを受けたものであることを証する書類（工事完成検査復命書、工事完成証明書、引渡書等の
　　　写し）及び債権譲渡承諾に係るチェックリスト（様式３）を添付すること。
　　イ　アの手続終了後、「債務者の承諾」の欄に債務者（発注者）の押印がなされた債権譲渡承諾書２
　　　通を受注者に交付すること。
　　　　この場合における債務者（発注者）の表記は、契約担当者の職及び氏名とすること。
　　ウ　ア及びイの手続終了後、申請書類等受理担当課等が(1)アにあっては当該債権譲渡承諾工事に
　　　係る予算を令達している地方公所の長に、申請書類等受理担当課等が(1)イにあっては当該債権
　　　譲渡承諾工事の本庁工事所管課長に、債権譲渡を承諾した旨を完成工事未収金債権譲渡承諾済通知書（様式４）により通知すること。
７　申請書類等の確認に際して留意すべき事項
　　申請書類等の確認は、次の事項に留意し、債権譲渡承諾に係るチェックリスト（様式３）を使用
　して確認すること。
　(1)　債権譲渡承諾依頼書（様式１）
　　ア　信託契約書は工事請負契約１件に付き１通作成したものであること。
　　　　なお、複数の工事請負契約に係る債権をまとめて１つの信託契約で譲渡することは認めない
　　　こと。
　　イ　譲渡対象債権の金額が工事請負契約に基づき受注者が請求できる債権金額と一致していること。
　　ウ　受注者が共同企業体である場合においては、受注者の住所及び氏名の欄には、共同企業体の名称並びに共同企業体の代表者及びその他の構成員の住所及び氏名が記載されていること。
　　エ　その他確認に際し留意すべき事項は、別添１を参照のこと。
　(2)　信託契約書
　　ア　別添２標準信託契約書例に従ったものであること。
　　イ　受託者が発注者からの信託債権取立事務等を受注者に委託する条項がある場合、債権の譲渡を認めないこと（別添２標準信託契約書例第２条参照）。
　　ウ　信託契約書に定める信託手数料（信託報酬及び優先受益権の予定収益配当額）が適正な水準
　　　を超えないこと。
　　エ　その他確認に際し留意すべき事項は、別添２を参照のこと。
　(3)　受注者及び受託者の印鑑証明書
　　ア　債権譲渡承諾書等の印影を照合すること。
　　イ　受注者及び受託者が複数の工事請負契約に係る債権譲渡の承諾依頼等を行う場合において、申請
　　　書類等受理担当課等に対し既に発行日から３ヶ月以内の印鑑証明書を提出している場合には、
　　　提出を省略することができるものとすること。
　　ウ　一つの申請書類等受理担当課等に対し、同一時期の申請において複数の工事請負契約に係る
　　　債権譲渡の承諾依頼等を行う場合においても、１通提出すれば足りるものとすること。
８　債権譲渡承諾書交付までの日数等
　(1)　債権譲渡承諾書交付までの日数
　　　発注者が受注者から申請書類を受理した日より１週間以内（以下「交付期限」という。交付期限の末日が県の休日に当たるときは、「岩手県の休日に関する条例」（平成元年岩手県条例第１号）第２条に定める取扱いとする。）に承諾するものとする。
　　　なお、交付までの日数の短縮については、この施策が実効性のあるものとなるために最も重要
　　な事項であるため、特段の配慮をされたい。
　(2)　交付期限までに交付できない場合の措置
　　　発注者は交付期限までに受注者に対し債権譲渡承諾書を交付できない場合には、その旨を速やかに受注者に連絡すること。
　(3)　承諾を行わない場合の取扱い
　　　発注者は、申請に係る債権が２に規定する対象債権に該当しない場合又は７に規定する申請書類の
　　確認により承諾を行うことが不適当と認められる場合、承諾を行わないものとする。
　　　この場合、発注者は承諾を行わない旨を速やかに受注者に通知すること。
９　受託者からの債権金額の請求
　　発注者は債権譲渡を受けた受託者からの債権金額の請求に当たっては、以下の書類を提出させるもの
　とする。
　(1)　請求書（様式２）　１通
　(2)　「債務者の承諾」の欄に債務者（発注者）の押印がなされた債権譲渡承諾書（様式１）　１通
　(3)　受託者の原本証明のある信託契約書の写し　１通
　(4)　発行日から３ヶ月以内の受注者及び受託者の印鑑証明書　各１通
10　請負代金の請求書類等の確認に際して留意すべき事項
　　請求書類等の確認は、次の事項に留意し、債権譲渡承諾に係るチェックリスト（様式３）を使用
　して確認すること。
　(1)　請求書（様式２）
　　ア　政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第 256号。以下「支払遅延防止法」
　　　という。）第６条第１項における請求書の受理日は、受託者からの請求書を受理した日であり、
　　　債権譲渡の承諾書の債務者（発注者）の承諾日以降の日（承諾日を含む。）となること。
　　イ　その他確認に際し留意すべき事項は、別添３を参照のこと。
　(2)　債権譲渡承諾書（様式１）
　　　６(2)イにより受注者に交付した２通のうちの１通であること。
　(3)　受託者の原本証明のある信託契約書の写し
　　　５において受注者から提出されたものの写しであること。
　(4)　受注者及び受託者の印鑑証明書
　　　７(3)の規定に留意すること。
11　支払手続
　　支出命令者（会計規則第２条第９号に規定する者をいう。以下同じ。）は、９(1)～(4)の書類等に
　基づき、支出命令を行うこと。
12　支払期日等
　(1)　支出命令者は、債権者である受託者から適法な請求書を受理した日から40日以内に支払いが行
　　われるよう適切に事務処理を行うとともに、会計管理者等（会計規則第２条第６号に規定する者をい
　　う。）に必要な情報の提供を行うこと。
　(2)　契約の性質上、(1)によることが著しく困難な特殊の内容を有するものについては、当事者（発注者
　　及び受託者）の合意により、支払遅延防止法第７条に定める取扱いができること。
13　その他の参考事項
　　別添４、５及び６参照のこと。
　　附　則
　この取扱いは、平成10年３月25日から適用する。
　　附　則
　この取扱いは、平成23年４月１日から適用する。
　　附　則
　改正後の取扱いは、令和３年４月１日から適用する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別　表
債権譲渡先信託銀行一覧（設立順、平成１０年１月末現在）
　三井信託銀行
　三菱信託銀行
　住友信託銀行
　安田信託銀行
　東洋信託銀行
　中央信託銀行
　日本信託銀行
　大和銀行
　モルガン信託銀行
　日本バンカース・トラスト信託銀行
　ドイチェ・モルガン・グレンフェル信託銀行
　ステート・ストリート信託銀行
　チェース信託銀行
　シティトラスト信託銀行
　ユー・ビー・エス信託銀行
　クレディ・スイス信託銀行
　バークレイズ信託銀行
　野村信託銀行
　大和インターナショナル信託銀行
　山一信託銀行
　日興信託銀行
　東京信託銀行
　しんきん信託銀行
　日債銀信託銀行
　東海信託銀行
　農中信託銀行
　興銀信託銀行
　第一勧業信託銀行
　三和信託銀行
　さくら信託銀行
　あさひ信託銀行
　富士信託銀行
　すみぎん信託銀行
　長銀信託銀行
